
◎特定高度情報通信技術活用システムの開発供給及び導入の促進

に関する法律及び国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総

合開発機構法の一部を改正する法律 
（令和三年一二月二四日法律第八七号）   

一、 提案理由（令和三年一二月一五日・衆議院経済産業委員会） 

○萩生田国務大臣 この度は、会期の短い今臨時国会において本法案の審議入りをお認

めいただき、誠にありがとうございます。 

 ただいま議題となりました特定高度情報通信技術活用システムの開発供給及び導入の

促進に関する法律及び国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法の一部

を改正する法律案につきまして、その提案理由及び要旨を御説明申し上げます。 

 デジタル化が急速に進展する中、先端半導体は、パソコンやスマートフォンといった

情報端末のみならず、自動車や医療機器等のあらゆる分野に使われており、その安定供

給体制の構築は非常に重要です。他方、足下では、新型コロナウイルスの感染拡大の影

響によるデジタル需要の増大により、半導体不足が顕在化をしています。また、昨今で

は、地政学的な事情により、半導体に関するグローバルサプライチェーンが影響を受け

るリスクが高まっております。このため、我が国において先端半導体の安定供給体制を

構築することは、我が国における産業基盤の強靱化に資することに加え、我が国が半導

体産業における戦略的自律性、不可欠性を確保する観点からも重要です。 

 こうした中、半導体の製造拠点の整備には巨額の投資が必要となるため、諸外国にお

いては、半導体製造基盤の確保に向けて、これまでとは異なる強力な政策支援が展開さ

れています。このため、我が国においても他国に匹敵する取組を早急に進め、我が国に

おける先端半導体の製造基盤の確保に向けた企業の投資判断を後押しすることが必要で

す。こうしたことを踏まえ、本法律案を提出した次第であります。 

 次に、本法律案の要旨を御説明申し上げます。 

 まず、特定高度情報通信技術活用システムの開発供給及び導入の促進に関する法律の

一部改正です。 

 第一に、特定半導体等の生産施設の整備及び当該生産施設における生産を実施しよう

とする事業者から計画の申請があった場合において、特定半導体の国内における安定的

な生産に資する取組が行われると見込まれる等の要件を満たすものについて、主務大臣

が認定する制度を創設をします。 

 第二に、認定された計画に従って実施される特定半導体等の生産施設の整備及び当該

生産施設における生産に対して、助成金の交付等の支援措置を講じます。また、助成金

の交付の業務等は、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構が行います。 

 次に、当該助成金の交付のために、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開

発機構法を改正し、こうした業務を追加するとともに、特定半導体基金を設置します。 

 以上が、本法律案の提案理由及びその要旨であります。 



 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同くださいますように、よろしくお願い申し上げ

ます。 

二、衆議院経済産業委員長報告（令和三年一二月一五日） 

○古屋範子君 ただいま議題となりました法律案につきまして、経済産業委員会におけ

る審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、特定高度情報通信技術活用システムに不可欠な特定半導体の国内におけ

る安定的な生産を確保するため、特定半導体生産施設整備等に係る計画認定制度の創設、

認定特定半導体生産施設整備等事業者に対する国立研究開発法人新エネルギー・産業技

術総合開発機構による助成等の措置を講ずるものであります。 

 本案は、昨十二月十四日本委員会に付託され、本日、萩生田経済産業大臣から趣旨の

説明を聴取した後、質疑を行い、質疑を終局いたしました。次いで、討論、採決を行っ

た結果、本案は賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと議決いたしました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和三年一二月一五日） 

 政府は、本法施行に当たり、次の諸点について十分配慮すべきである。 

一 令和三年度補正予算関連である本法の緊要性を踏まえ、国立研究開発法人新エネル

ギー・産業技術総合開発機構における特定半導体基金の設置を速やかに進め、国内に

おける特定半導体及びその生産に必要不可欠な半導体材料等の安定的な確保に資する

ための施策に早急に着手すること。 

二 特定半導体生産施設整備等に係る計画の認定に当たっては、事業者による認定申請

を促し、かつ認定手続の客観性を担保するための明確かつ適切な認定基準をなるべく

早急に定めるとともに、半導体産業に精通した外部専門人材等の有識者の活用に努め

る等、適切な認定の実施に向けた体制の整備に万全を期すこと。 

三 特定半導体生産施設整備等事業者への支援に当たっては、その効果が支援を受けた

事業者及び関係者に留まらず、我が国の半導体産業の発展及び半導体サプライチェー

ンの再構築並びに国民の生活の向上に資するものとすること。 

四 特定半導体基金による助成の実施が多額の国費を用いるものであることに特に留意

し、国内における安定的な半導体の供給の確保のため事業者と連携して認定計画の着

実な実施に努めるとともに、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

において新たに造成される基金の複数年度にわたる適正な管理・運用を期すための体

制整備を着実に進めること。また、当分の間、基金事業による特定半導体の生産施設

整備、生産確保の状況等について、政府において責任を持って把握して国会へ報告し、

国民の利益にかなう説明を行うこと。 

五 我が国の半導体産業が長期にわたり低迷している現状を踏まえ、政府におけるこれ

までの半導体政策について十分に検証を行うこと。また、その評価を踏まえて、今後



における中長期的な内外の情勢変化や技術革新の進展等の動向に対応して、安定的な

半導体供給の確保及び半導体関連産業の適切な育成が継続的に行われるよう、今後の

関連政策の在り方について検討を進めるとともに、次世代半導体の研究・開発の支援

について必要な予算を確保すること。 

六 我が国において、半導体産業の人材が不足している現状に対処するため、大学・高

等専門学校等における当該学科の魅力度の向上を始めとする人材育成及び海外からの

人材受入れに必要な取組を行うこと。併せて、機微な技術や情報を有している人材の

海外流出に歯止めをかける実効的措置を検討すること。 

三、参議院経済産業委員長報告（令和三年一二月二〇日） 

○石橋通宏君 ただいま議題となりました法律案につきまして、経済産業委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、情報通信技術の進展及び我が国を取り巻く国際経済環境の変化等に伴い、

特定高度情報通信技術活用システムに不可欠な特定半導体が我が国の技術の向上により

国内で安定的に生産されることが我が国における産業基盤を整備する上で重要であるこ

とに鑑み、特定半導体生産施設整備等に係る計画認定制度の創設、認定特定半導体生産

施設整備等事業者に対する国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構、Ｎ

ＥＤＯによる助成等の措置を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、我が国の半導体戦略の過去の教訓を踏まえた今後の方向性、

半導体の生産確保に対する財政支援の在り方、半導体関連人材の確保、育成の必要性等

について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して岩渕理事より反対す

る旨の意見が述べられました。 

 次いで、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決定いた

しました。 

 なお、本法律案に対して附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和三年一二月二〇日） 

 政府は、本法施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講ずべきである。 

一 令和三年度補正予算関連である本法の緊要性を踏まえ、国立研究開発法人新エネル

ギー・産業技術総合開発機構における特定半導体基金の設置を速やかに進め、国内に

おける特定半導体及びその生産に必要不可欠な半導体材料等の安定的な生産の確保に

資するための施策に早急に着手すること。 

二 特定半導体生産施設整備等計画の認定に当たっては、認定手続の客観性を担保する

ための明確かつ適切な認定基準を早期に定め、事業者による認定申請を促すとともに、

半導体産業に精通した外部専門人材等の有識者の活用に努めるなど、適切な認定の実

施に向けた体制の整備に万全を期すこと。 



三 特定半導体生産施設整備等事業者への支援に当たっては、その効果が支援を受けた

事業者の事業のみにとどまらず、我が国の半導体産業の発展及び半導体サプライチェ

ーンの再構築並びに国民の生活の向上に資するものとすること。 

四 特定半導体基金による助成の実施が多額の国費を用いるものであることに特に留意

し、国内における特定半導体の安定的な生産の確保に向けて事業者と連携して認定計

画の着実な実施に努めるとともに、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開

発機構における基金の複数年度にわたる適正な管理・運用のための体制整備を遺漏な

く行うこと。また、当分の間、基金事業による特定半導体の生産施設整備、生産確保

の状況及び事業者への助成の効果等について、政府において責任を持って把握して国

会へ報告し、国民の利益にかなう説明を行うこと。 

五 我が国の半導体産業が長期にわたり低迷している現状を踏まえ、政府におけるこれ

までの半導体政策について十分に検証を行うこと。また、その評価を踏まえて、今後

における中長期的な内外の諸情勢の変化に対応して、我が国の既存半導体工場の刷新

も含めた安定的な半導体供給の確保及び半導体に関わる川上から川下に至る関連産業

の競争力の強化・育成が継続的に行われるよう、今後の総合的な政策の在り方につい

て更に検討を進めるとともに、次世代半導体の研究・開発の支援について必要な予算

を確保すること。 

六 我が国において、半導体産業の人材が不足している現状等に対処するため、大学・

高等専門学校等における関連学科の魅力度の向上を始めとする人材育成の長期的な取

組のほか、シニアエンジニアの活用や海外からの人材受入れに必要な取組を行うこと。

あわせて、機微な技術や情報を有している人材の海外流出に歯止めをかける実効的措

置を検討すること。 

  右決議する。 


